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令和７年度 障がい者活躍推進計画（知事部局） 実施状況 
 

 北海道では、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）に基づき「北海道

職員に係る障がい者活躍推進計画」（以下「計画」という。）を策定し、障がい者の活躍の場の拡大

等に向けた取組を行っています。令和７年度の実施状況について、同法第７条の３第６項の規定に

基づき公表します。 

 

１ 目標と実績 

（１）採用に関する目標（各年６月１日時点） 

目標（法定雇用率） Ｒ７実績（実雇用率） Ｒ８実績（実雇用率） 

２．８％ ２．９５％ ３．１０％ 

※算定方法は、障害者雇用促進法に基づく障害者雇用率制度と同様に行います。 

 

（２）定着に関する目標（各年度３月 31日時点） 

目標（定着率） Ｒ６実績 Ｒ７実績 

１００％ １００％ １００％ 

※年度途中での採用者が、同年３月末時点に在籍している場合は定着している者として取り扱いま

す。 

※離職理由を分析し、職場環境等を理由とする不本意な離職を行った職員を、本目標の測定に係る

「離職した者」として取り扱います。 

 

２ 実施状況 

（１）計画の推進体制 

  ・令和７年（2025年）11月に「北海道職員障がい者活躍推進会議」を開催 

 

（２）障がいのある職員の支援体制 

  ・各部（局）代表課、各（総合）振興局総務課、労働委員会事務局総務審査課、総務部人事課

に相談窓口を設置し、「障害者職業生活相談員」を配置（25カ所に相談員 29名を選任） 

・「障害者職業生活相談員」のスキルアップのための研修を実施 

・障がいのある職員への理解を深めるため、ケアマネジメント能力の習得を目的とした研修を

実施 

・障がいのある職員の活躍推進に向けた道の取組や各所属における好事例などをまとめたガ

イドブックを作成 

・職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修の受講を促進 

・厚生労働省が実施する「公務部門向け障害者職業生活相談員資格認定講習」をすべての相談

員が受講 

  ・専門的な内容や対応が必要な場合において、外部の関係機関と連携を行い、課題解決に向け

情報共有や面談を実施 
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（３）職務環境の整備 

  ・業務を行う上で必要となる合理的配慮の提供に係る物品を購入 

（パソコン用モニター、緊急時用ベッド・担架 など） 

・「電話リレーサービス」を活用し、聴覚や発話に困難のある職員が、通話の相手方との意思

疎通を可能とする環境を整備 

 

（４）障がいのある職員の人材育成等 

  ・実務能力や専門性の向上を図るための研修の受講に当たっては、意思疎通支援者の派遣など、

障がいの特性に応じた必要な配慮を実施 

 

（５）職員の募集及び採用 

  ・常勤職員のほか、会計年度任用職員といった多様な任用形態の職員を採用 

  ・採用試験の実施に当たっては、個々の障がい特性に応じ、合理的配慮を提供 

   （知的障がいの特性を踏まえた試験案内の作成、点字による受験、面接時の筆談や手話によ

る受験の実施 など） 

 

（６）働きやすい職場づくり 

  ・障がいのある職員が勤務に当たって必要な配慮事項等を個別に把握し、各職場等において配

慮や支援を行うなど、職員が意欲と能力を発揮できる職場づくりを推進 

  ・在宅勤務をはじめとしたテレワークや時差出勤、休憩時間を弾力的に変更できる制度の活用

を推進 

  ・多様な働き方や、職場環境、仕事への意識等に関する職員アンケートを活用し、障がいのあ

る職員の仕事に対する満足度を調査 

  ・総務部人事課の職員が、障がいのある職員や上司と意見交換等を行い、働きやすい職場環境

づくりを推進 


